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１．研究目的 

リハビリテーションの目的の一つにはQuality of life；QOLの維持・向上がある．また重要な要素の
一つが「社会参加」であるが,これまでのリハビリテーション研究におけるoutcomeは国際生活機能分類
（International Classification of Functioning, Disability and Health；ICF）に定義される「活
動」レベルまでであることが多く,「参加」レベルでの分析は少ない．介護予防の推進について（厚生
労働省）では,「参加」は家庭や社会生活で役割を果たすこととされ,「参加」とQOLの関係は大きく，
「参加」の向上にアプローチすること，「参加」を評価することは重要なものと思われる．  

地域貢献研究では3年間にわたり次の4つの調査研究を実施した． 

【第1研究】高齢者にとって重要な「参加」とは何かを明らかにする（本学倫理員会承認番号610）.
【第2研究】障害を持つことでどのような「役割」に制約を受けるのかを明らかにする（同609）．【第
3研究】障害を持つことによって生活空間はどのように変化するのか,またどのような要因が関係するの
かを明らかにする（同569）．【第4研究】「参加」を評価する指標として適切なICFのコードをリハビ
リテーション専門職の意見より精選する（同687）．【第1研究】から【第3研究】については昨年度ま
でに報告しており,最終年度として【第4研究】について報告する． 

 

２．研究方法  

3回の調査で構成されるデルファイ法調査を実施した．対象は平成27年度，一般社団法人茨城県リハ
ビリテーション専門職協会に茨城県内の各市町村担当者として登録されている療法士，理学療法士
（Physical Therapist；PT）44名,作業療法士（Occupational Therapist;OT）40名,言語聴覚士
（Speech-Language-Hearing Therapist；ST）24名の計108名とした．このうち,本調査の実施者である2
名のPTについては対象より除外し,106名を対象とした． 

ICFは心身機能・身体構造,活動と参加,環境因子について,約1500に分類される．それぞれの項目はア
ルファベットと数字を組み合わせた方式でコード化され,アルファベットに続く数字は,左から1桁目が
第1レベル（章番号）の分類,それに続く3桁目までが第2レベルの分類,4桁目までが第3レベルの分類,5
桁で第4レベルの分類と細分化された構造となっている．分類は階層構造となり,より広い分類が,親分
類よりも細かい多数の分類を含むように定義されている1)．上田2)は活動には第1章から第9章の全てが該
当し,参加は第6章から第9章の4つの章だけであると述べている．そこで本調査では第6章：家庭生活か
ら第9章：コミュニティライフ・社会生活・市民生活の第3レベルのコードを初期の評価項目の候補とし
た．その際,第2レベルの分類で終了し,それ以上細分類されていないコードについては第2レベルのコー
ドを採用し,またd629；その他の特定の,および詳細不明の,必需品の入手など,下1桁の数値が8または9
のコードについては除外し最終的に83コードを評価項目の候補とした． 

初回調査では,すべての調査対象者に対し,①介護予防事業において一次予防（旧一般高齢者施策）,
二次予防（旧特定高齢者施策）の対象者の「参加」を継続的に評価することを目的とし,②評価項目は
ICFに準拠し,③リハビリテーション専門職種（PT,OT,ST）および介護予防事業の対象者ご自身がチャー
ト式評価用紙にて簡便に評価記載できるものという3つの基準を設け,各項目に0；不必要,1；やや不
要,2；どちらともいえない,3；やや必要,4；必要の5段階のリッカートスケールで回答を得る調査用紙



を作成し,郵送による自記式調査を実施した（調査期間：2016年2月15日から2016年2月29日）． 

第二次調査では,初回調査に有効な回答を得られた回答者に対し,初回調査と同様の内容で実施した．
その際,参考値として,初回調査の回答で3；やや必要,4；必要と答えた者の割合を全体,PT,OT,ST別に,
また不必要から必要をそれぞれ0点から4点に得点化した際の平均点及び標準偏差を示し,初回調査の結
果を踏まえ回答を求めた．調査方法は郵送による自記式調査を実施した（調査期間：2016年4月4日から
2016年4月22日）． 

第三次調査では第二次調査に有効な回答を得られた回答者に対し,初回調査・第二次調査と同様の内
容で実施した．参考値の提示は第二次調査と同様とした．調査方法は郵送による自記式調査を実施した
（調査期間：2016年6月13日から2016年7月1日）． 

最終的に3；やや必要,4；必要と答えた者の割合が80%を超え,四分位範囲（Interquartile range；IQR）
が1以下,IQR%の値が80%以上のコードについて同意を得たコードとした． 

 

３．研究結果 

初回調査では調査対象となった106名に対し調査票を郵送し,79名（74.5%）より有効回答を得た．回
答者の内訳はPTが30名,OTが30名,STが19名であった．経験年数は平均15.51±7.04年（PT；18.90±
7.11,OT；12.97±5.88,ST；14.16±6.76）．回答者の全体,PT,OT,ST別全てにおいて,3；やや必要,4；
必要と答えた者の割合が80％を超えるコードは,d6200（買い物）のみであった． 

第二次調査では調査対象となった79名に対し調査票を郵送し,72名（初回調査対象者の67.9%）より有
効回答を得た．回答者の内訳はPTが27名,OTが28名,STが17名であった．回答者の全体,PT,OT,ST別全て
において,3；やや必要,4；必要と答えた者の割合が80％を超えるコードは,初回調査結果のd6200（買い
物）にd6201（日常必需品の収集）,d6300（簡単な食事の調理）,d6402（居住部分の掃除）,d6405（ゴ
ミ捨て）, d7100（対人関係における敬意と思いやり）,d7101（対人関係における感謝）,d7200（対人
関係の形成）,d7202（対人関係における行動の制御）,d7203（社会的ルールに従った対人関係）,d7204
（社会的距離の維持）,d7500（友人との非公式な関係）,d7501（隣人との非公式な関係）,d7504（仲間
との非公式な関係）,d7600（子どもとの関係）,d7601（親との関係）,d7602（兄弟姉妹との関係）, d860
（基本的な経済的取引き）,d9102（式典）,d9200（遊び）,d9201(スポーツ),d9202（芸術と文化）,d9204
（趣味）,d9205（社交）の23コードが加わり,24コードであった． 

第三次調査では調査対象となった72名に対し調査票を郵送し,67名（初回調査対象者の62.0%）より有
効回答を得た．回答者の内訳はPTが25名,OTが26名,STが16名であった．最終的に3；やや必要,4；必要
と答えた者の割合が80%を超え,IQRが1以下,IQR%の値が80%以上のコードはd6200（買い物）,d6201（日
常必需品の収集）,d6300（簡単な食事の調理）,d6400(衣服や衣類の洗濯と乾燥),d6401(台所の掃除と
台所用具の洗浄),d6402（居住部分の掃除）,d6403(家庭用具の使用),d6405（ゴミ捨て）, d6602（他者
へのコミュニケーションへの援助）,d6603（他者への対人関係への援助）,d7100（対人関係における敬
意と思いやり）,d7101（対人関係における感謝）,d7102（対人関係における寛容さ）,d7200（対人関係
の形成）,d7202（対人関係における行動の制御）,d7203(社会的ルールに従った対人関係),d7204（社会
的距離の維持）,d7500（友人との非公式な関係）,d7501（隣人との非公式な関係）,d7502(知人との非
公式な関係),d7503（同居者との非公式な関係）,d7504（仲間との非公式な関係）,d7600（子どもとの
関係）,d7601（親との関係）,d7602（兄弟姉妹との関係） ,d7603(親族との関係),d8451（仕事の継続）,d860
（基本的な経済的取引き）,d9102（式典）,d9200（遊び）,d9201（スポーツ）,d9202（芸術と文化）,d9204
（趣味）,d9205（社交）の34コードとなり,これらのコードを同意を得たと解釈した． 

 

４．考察（結論） 

同意を得た34のコードをICFのコードの第1レベル（章）に照らし合わせてみると,第6章〈家庭生活〉
26コードからは10コード（38.5%）が,第7章〈対人関係〉27コードからは16コード（59.2%）,第8章〈教
育・仕事・経済〉17コードからは2コード（11.8%）,第9章〈社会生活・市民生活〉13コードからは6コ
ード（46.2%）が選定されている．介護予防事業の対象者が高齢者であることを考慮すると,第8章〈教
育・仕事・経済〉に含まれる内容についての参加頻度は少ないことが予想され,第7章〈対人関係〉や第
9章〈社会生活・市民生活〉のような他者とのかかわりにおいて成立する参加については多くのコード
が重要であると捉えられていることが推察され,概ね妥当なコードが精選されたものと思われる．  

「参加」を評価するにふさわしいコードについては精選されたが,「参加」を評価する指標とするた
めには様々な課題が残る．他の評価尺度同様に信頼性および種々の妥当性の検討は必須である．特に信
頼性の面ではICFそのものに問題が多いことが指摘されている．ICFのそれぞれのコードには評点の基準
が提示されており,0：問題なしから4:完全な問題までの5段階評価が基準となる．しかし,検査者間信頼
性についてstarrost3)は中等度（一致度51%,κ係数0.41）であったとし,Chenら4）は臨床経験の違いによ
る検討で,臨床経験が長いペアの信頼性がκ係数0.50～0.85,2年以内の短いペアがκ係数0.18～0.69で
あったとしている．信頼性を高めるためには何らかの工夫や経験が必要な事が示唆される．わが国でも
厚生労働省が「活動と参加の基準（暫定案）」5）を発表し,フローチャートによる評価方法を示した．機



能的自立度評価表（Functional Independence Measure； FIM）に対応した活動のコードについてはこ
の暫定案での評価で高い信頼性を示している6）が,参加での評価については確認されていない．Kohler
ら7）もICFの評価点に信頼性を高めるための説明を加え,FIMの対応コードの評価を実施したところFIMと
同等か高い信頼性を示すことを述べている．Ottigerら8）もICFと同じ5段階に新たな説明を加えた評価シ
ステムで検査者間信頼性を確かめたところκ係数0.32～0.84が得られたと述べている．今後もこのよう
な評価システムについて基礎研究を進めることによって,今回精選したコードを用いた『介護予防事業
等で使用可能な「参加」を評価する指標』を作成する必要がある． 
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